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1 つの建物という資産を 2 つの資産の分類し，それぞれの価格を計算し，それぞれの価格
を建物の取得原価と建物附属設備の取得原価に分類する必要がある。






































































　RC 造りの本社ビルであれば 50 年間かけて，減価償却することになる。簡略的に説明
するため，50 億円の RC 造の建物の減価償却を想定してみる。図表 3「建物の減価償却（例
示）」を参照されたい。躯体部分が 35 億円，建物附属設備が 15 億円とする。建物の躯体
部分の減価償却費は，35 億円×0.020（定額法償却率）＝ 7,000 万円。つまり，1 年のうち




15 年間（償却率 0.067）となる。つまり，建物と建物附属設備では，償却スピードが 3.35
倍も異なるということである。
　それでは，先の例で建物附属設備の減価償却費を計算してみる。





　そうであるなら，建物（躯体部分価格）と建物附属設備の価格は，なぜ 35 億円と 15 億
円となるのであろうか。つまり価格比率にすると 70：30 になる。
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「中規模の RC 造事務所ビル（6 階建て，延べ 3,000 ㎡程度）を例にとります。まず，建
築物の原価（取得価額と考えてください）を 100 とすると，建物と設備（建物附属設備）











（1） 大沢幸雄『建物の「除却」活用法』中央経済社，2008 年，74 頁
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土屋清人：建物の価格マネジメント理論








































　諸井によれば，わが国の原価計算制度は，昭和 12 年（1937 年）に商工省産業合理局財
務管理委員会が制定した「製造原価計算準則（2）」が基に作成されたものであるとしている。



























（2） 諸井勝之助「わが国原価計算制度の変遷（前編）」LEC 会計大学院紀要，2007 年
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却させる理論である。図表 6「建物の価格マネジメント理論」を参照されたい。一般的に

















15 年 7 月 18 日，判例時報 1839 号 96 頁）を見れば明白である。実は，この「適正な時価」
とは，「正常価格」を意味している。
　（財）資産評価システム研究センター「固定資産評価基準に関する調査研究―実務面か
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取得価格を基準として評価する方法，賃貸料等の収益を基準として評価する方法など考え
られるが，再建築価格方式は昭和 26 年度から継続して使用されているものである。
　なぜ長い間採用され続けているのか。昭和 36 年 3 月の固定資産評価制度調査会の答申
によると，再建築価格方式以外の方法は，家屋取得の際の個別的事情による偏差やはなは
だしい格差が生じるので，再建築価格方式が適当であると述べている。判例でも再建築価























　3 割から 4 割が建設会社の利益であるならば，躯体部分と附属設備部分の価格構造比率
















































（3） ハーマン・サイモン『価格の掟』中央経済社，2016 年，143 頁
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　利益の乗せ方について，興味深い記事がある。2017 年 11 月 15 日の読売新聞で伊藤忠
商事の岡藤正広社長（現在同代表取締役会長 CEO）へインタビューした記事である。
　インタビューの中で，ヨーロッパの高級婦人服は 1 着 150 万円するが，その生地を納め





































 （2020.5.20 受稿，2020.6.25 受理）
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　現在に建物価格比率 70：30 を 50：50 にするためには，建設会社の利益を移動させれば
可能である点を固定資産税評価の視点から検証した。また，現在の建物の価格設定法がコ
ストプラス法であり，この 500 年前の価格設定が問題であることも指摘し，建物もマーケッ
トインの価格設定にすべきである点も付け加え論じたものである。
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土屋清人：建物の価格マネジメント理論
